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時間外労働の上限規制

 労働時間・休日に関する原則

 労基法で定められた労働時間の限度

１日８時間及び１週４０時間

 労基法で定められた休日

毎週少なくとも１日

これを超えるには
３６協定の締結・届出が必要
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時間外労働の上限規制

 ３６協定があっても時間外労働の上限は原則月４５時間・年３６０時間とな
り、臨時的な特別の事情がなければこれを超えることは出来ません。

 臨時的な特別な事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、以下を
守らなければなりません。

・時間外労働が年７２０時間

・時間外労働と休日労働の合計が月１００時間未満

・時間外労働と休日労働の合計について、２～６か月平均が全て１月当たり
８０時間以内

・時間外労働が月４５時間を超えることが出来るのは、年６か月が限度



当署に寄せられた労働相談

定期賃金不払

35%

解雇

18%

休憩

14%

年休

13%

賃金不払残業

9%

労働条件の明示

8%

長時間労働

3%

個別の問題であること
がほとんど
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適切な労務管理のために

 賃金を適切に支払うことや解雇の場合には法律で定められた手続きを
講じることはもちろんですが、休憩や年次有給休暇に関する相談も高
い割合を占めており、労働者の関心が高いことが分かります。

 これらの相談事例を知っていただき、正しい法律の知識を習得するこ
とで、適切な労務管理を行っていただきたいと思います。
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休憩に関する主な相談事例

 来客対応や電話番等を一人で行っており、休憩時間中でも来客や電話
があれば、対応しなければならない。

 休憩時間は設定されているが、忙しく休憩が取れない。
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年次有給休暇に関する主な相談事例

 「うちの会社には、年次有給休暇はない。」「正社員にしか年次有給
休暇はない。」と言われ、年次有給休暇が取れない。

 年５日の年次有給休暇の付与義務があるが、会社から一方的に日付を
指定され、自分が希望する日に取れない。

 勤続年数に関わらず、一定の日数しか年次有給休暇が付与されない。
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賃金不払残業（いわゆるサービス残業）
に関する主な相談事例

 始業前の準備や終業後の後片付けや報告書の作成を会社から指示され
ているのに、この時間に対する残業代が支払われない。

 残業申請できる時間に上限が設けられており、その上限に達すると残
業申請できない。残業しなければ仕事が終わらないため、サービス残
業することになってしまう。

 労働時間が１５分や３０分単位で集計され、これに満たない時間は
日々切り捨てられてしまう。
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労働条件の明示に関する主な相談事例

 労働条件が書面で明示されない。または、アルバイトには労働条件が
明示されない。

 契約書や労働条件通知書は交付されるが、入社時ではなく、遅れて交
付される。または、項目が不足している。
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最後に

 山口県最低賃金が令和８年１０月８日に改定されました。

時間額１，１０１円（５８円ＵＰ）

 日給や月給の場合は、時間給に換算して最低賃金額と比較する必要が
あります。

 精皆勤手当、通勤手当、家族手当等最低賃金に算入しない手当があり
ますのでご注意ください。
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最後に（続き）

 現在、労働基準監督署では、事業者様からの要望に応じ、労働基準監
督官を職場に派遣し、労働基準法の説明や３６協定等の各種協定書の
作成サポート等を行っております。

 労務調査を行うものではありませんので、ぜひ気軽にご活用ください。
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